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当金庫は、「地域社会発展への貢献」を経営理念としており、また協同組織金融機関としての役割を

果たすべく、平成１７年４月より継続して地域密着型金融の推進を図り、中小企業の支援と地域経済の

活性化に積極的に取り組んでいます。 

今般、地域密着型金融の取組み状況を取りまとめましたので、お知らせいたします。 

今後も、地域密着型金融を推進する担い手として、お取引先の事業再生や経営改善支援の強化、中

小企業金融の円滑化等への取組みを積極的に推進するとともに、地域経済の活性化に寄与し、地域の

再生・繁栄に貢献してまいります。 
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１．地域密着型金融の取組みを推進するための態勢整備の状況 

（１）最適なソリューション提案のための態勢整備 

■取組み内容 

  当金庫は、地方創生を支援するとともに恒久的に中小企業と地域の活性化に取組んでいく

ことを目的として、平成２７年６月に「地域サポート部」を新設し、専門の経営相談担当者

を配置しています。 

  令和３年６月、本部職員と営業店から１９名を選抜して「企業支援プロジェクトチーム」

を組織横断的に組成し、一貫した本業支援に取組んでおり、令和４年度は２２名体制として

さらに活動を強化します。 

■成果・実績 

  「地域サポート部」の地方創生支援グループには、各自治体との地方創生に向けた取組み

窓口を置くとともに、販路拡大を支援するビジネスマッチング担当者を配置しています。 

経営サポートグループには、経営改善や事業承継・Ｍ＆Ａなどを支援する担当者２名（内、

中小企業診断士２名）を配置しており、部内にＭ＆Ａシニアエキスパート有資格者６名が在

籍しております。事業融資開拓グループには、創業・新規事業展開の支援および事業性評価

に基づく融資を推進する事業融資開拓専任者を９名配置しています。 

 「企業支援プロジェクトチーム」は、コロナの影響を受けたお客さまを中心に資金繰り支援

および本業支援を行っており、チームが関与した本業支援数は１０４先となっております。 

■評価及び今後の課題 

今後も営業店と連携を図りながら、お客さまの経営支援（創業・起業、販路拡大、経営改

善、事業再生、事業承継、Ｍ＆Ａ等）を積極的に行っていきます。   

また、事業性評価および企業支援プロジェクトチームの活動を通じてお客さまのニーズに 

沿った最適なソリューションを提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）利用者満足度向上に向けた「お客さまアンケート（事業性融資アンケート）」の実施 

■取組み内容 

当金庫は、地域密着型金融の取組み促進の一環として、融資取引の現状把握と、融資取引

および本業支援に関するニーズの把握を目的として、「にししんお客さまアンケート（事業

性融資アンケート）」を実施しました。 

【 調 査 対 象 】１，９７３先（事業性融資残高１，０００万円以上の法人・個人） 

【 調 査 期 間 】令和３年１０月６日（水）から令和３年１０月２９日（金） 

【 調 査 方 法 】返送投函方式 

調査対象先にアンケートハガキを郵送配付し、アンケートへの協力を呼び

かけました。 

【 調 査 内 容 】（下記５項目について調査を実施） 

 ①メインバンクの確認について、②金融機関を選ぶ理由について、③コロナ禍における当金

庫の相談業務と融資対応について、④当金庫に期待することについて、⑤当金庫のご融資

相談、ご意見・ご要望について 

【 調 査 回 答 数 】８２７先 

■成果・実績 

アンケート調査の結果、「当金庫の相談業務と融資対応」について、６１．４％のお客さ

まから満足しているとの評価をいただきました。また、「当金庫に期待すること」の調査

から、お客さまは「コロナ対応の情報提供・申請支援」を望んでいらっしゃることを確

認いたしました。 

■評価及び今後の課題 

今回の調査結果を踏まえ、お客さまの融資取引および本業支援に関するニーズを全職員が

十分に認識したうえで、地域密着型金融推進の取組み強化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮 

（１） 創業・新事業支援 

■取組み内容 

  当金庫は、創業・新事業に対応するため、ニーズの発掘ときめ細かな情報収集に努め、 

各種制度融資を活用した資金支援を含めた金融サービスを行っています。 

また、日経新聞社主催のピッチコンテスト「スタ★アトピッチ Japan」に協賛し、アトツギ

ベンチャー支援を行いました。 

■成果・実績 

  創業・新事業支援策として「山口創業等応援資金」、「岩国市創業支援資金」の制度融資を

利用し、支援を行いました。 

 【実績】 

  令和３年度実績  ６４件 ３３４百万円 

  令和４年３月末残高    ７４７百万円 

また、「スタ★アトピッチ Japan」について、当金庫取引先１社を推薦し、中国・四国 

ブロック大会で特別協賛賞を受賞されました。 

■評価及び今後の課題 

  創業・新事業支援への取組みについては、毎期着実に実績を計上しており、地域経済の活

性化に貢献しているものと評価しています。 

  今後も創業または新たな分野への事業展開を考えているお客さまへの支援を継続・拡充し

ていくために、ニーズの発掘ときめ細かな情報収集に努めるとともに、事業計画の策定や資

金面の課題は外部機関と連携を図りながら支援を行うなど、充実した金融サービスの提供に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）外部専門機関との連携による本業支援力の強化 

■取組み内容 

  当金庫は、本業支援メニューを拡充するため、各分野の専門機関と業務提携し、本業支援

力の強化に努めています。 

 【業務提携機関】 

 ・株式会社エフアンドエム 

専門分野：事業再構築補助金・ものづくり補助金の申請支援、バックオフィス支援など 

・リコージャパン株式会社 

専門分野：ＩＴ導入支援、ＤＸ推進支援 

 ・株式会社船井総合研究所 

  専門分野：事業承継支援、業態転換支援、事業再生支援など 

■成果・実績 

  株式会社エフアンドエムの協力を得て、「事業再構築補助金」や「ものづくり補助金」 

などの申請支援を行い、お客さまの事業性の理解を深めました。 

  また、リコージャパン株式会社と連携し、お客さまのＤＸ推進を支援いたしました。 

■評価及び今後の課題 

  令和４年度も株式会社エフアンドエムと協働して各種補助金の申請支援を行い、お客さま

の課題解決支援に努めていきます。 

 また、お客さまのＤＸ推進のため、リコージャパン株式会社と協力し、多種多様なＩＴソリ

ューションの提案を通じて生産性向上の支援を行っていきます。 

 さらに、株式会社船井総合研究所と連携し、事業承継や事業再生の支援を行っていきます。 

 

（３）事業承継型Ｍ＆Ａによる事業承継支援への取組み 

■取組み内容 

近年、中小企業・小規模事業経営者の高齢化が進んでおり、優れた技術やノウハウを次世

代へ承継していくことは、地域経済の活力を維持するために不可欠ですが、計画的な事業承

継に十分に取組めていないケースも見受けられます。 

こうした状況の中、当金庫は本業支援の重点施策として「事業承継・Ｍ＆Ａ」を掲げ、積極

的にお客さまの後継者問題の解決に取組んでいます。 

■成果・実績 

  令和３年７月から１２月にかけ、山口県事業承継・引継ぎ支援センターの協力を得て、 

当金庫職員向けに「事業承継特別保証制度」の勉強会を開催いたしました。（全１４日間、

１０６名参加） 

また、県下３信金で締結した「山口県しんきん事業承継パートナーシップ」の一環として、

「事業承継個別相談会」を開催し、当金庫のお客さま１２社の支援を行いました。 

さらに、後継者問題に悩まれるお客さまと、事業多角化を推進するお客さまをマッチング

し、当金庫通算５例目（取引先９社目）のＭ＆Ａが成立しました。 

■評価及び今後の課題 

  企業支援プロジェクトチーム活動の調査においても事業承継を経営課題にされているお

客さまが多いことから、今後も事業承継・引継ぎ支援センターや外部専門機関、県内３信金

とのネットワークを活かし、後継者問題の解決に協力して取組んでまいります。 

 



（４）事業性評価及び本業支援の取組み 

■取組み内容 

当金庫は、お客さまの事業内容や成長可能性、持続可能性等を適切に評価（事業性評価）

し、融資や本業支援等を通じて、地域産業、企業の生産性向上や円滑な新陳代謝の促進を 

図り、地方創生の貢献に取組んでいます。 

■成果・実績 

事業性評価シート作成および事業性評価融資実績  

 令和３年度 

事業性評価シート作成数 ２１７件 

事業性評価融資実行件数 ４１件 

事業性評価融資実行金額 １，９５３百万円 

 

Ｍ＆Ａ支援先数「選択ベンチマーク１９」 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

Ｍ＆Ａ支援先数 ３０先 １６先 ２１先 

＊M&A 仲介会社とのコンサルティング契約締結先数及び締結に向け支援を行っている先数を計上しています。 

 

事業性融資先に占める本業支援対象先数の割合「独自ベンチマーク」 

 令和３年度 

事業性融資先 ５，０２３先 

本業支援対象先数 １，５５１先 

割合 ３０．９％ 

 
 
各種補助金支援件数及び当金庫助成金支援件数「独自ベンチマーク」 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

申請件数 採択件数 採択率 申請件数 採択件数 採択率 申請件数 採択件数 採択率 

公的補助金 １１件 ５件 45.4% １０件 ６件 60.0% ５３件 ２０件 37.7％ 

当金庫関連補助金 ２８件 １６件 57.1% ２４件 １７件 70.8% １９件 １０件 52.6％ 

＊令和元年度および令和２年度の公的補助金は「ものづくり補助金」等の申請支援件数・採択件数を計上して

おり、当金庫関連補助金は「下関市地域資源活用促進事業」に係る「にししん地域応援助成金」と「宇部市

がんばるふるさと企業応援事業補助金」の申請支援件数・採択件数を計上しております。 

＊令和３年度の公的補助金は「事業再構築補助金」（第１次公募～第４次公募まで）と「ものづくり補助金」

の申請支援件数・採択件数を計上しており、当金庫関連補助金は、「下関市地域資源活用促進事業」に係る

「にししん地域応援助成金」の申請支援件数・採択件数を計上しております。 

 

■評価及び今後の課題 

  各ベンチマークの指標から、平成２９年度から本格的に取組んでいる事業性評価および 

本業支援の成果が現れているものと評価しています。 

 令和４年度も事業性評価および本業支援に積極的に取組んでまいります。 

 

 



３．地域の面的再生への積極的な参画 

（１）「下関地域資源活用促進事業」への参画および「にししん地域応援助成金の交付」 

■取組み内容 

下関市は、山口県指定の地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等に取組む市内の

中小企業者に対して、商品開発や販路開拓等を一貫して支援する「下関市地域資源活用促進

事業」を実施しています。当金庫は本事業に参画し、当金庫独自の支援メニューを作成して、

認定事業者に対して下記の支援を実施しています。 

【当金庫の独自支援メニュー】 

①「にししん地域応援助成金」の交付  

②信金中央金庫と連携したビジネスマッチング情報の活用による販路開拓支援 

③オンラインネットショップ活用による販路開拓支援 

■成果・実績 

令和３年度、下関市は「下関市地域資源活用促進事業」の応募事業者から昨年度と同様に 

１０先を認定し、１先あたり５０万円の補助金を交付しました。 

当金庫は「下関市地域資源活用促進事業」の認定事業者に対して、独自支援策「にししん地

域応援助成金」を交付いたしました。（１先あたり１０万円） 

■評価及び今後の課題 

  下関市および当金庫による補助金・助成金は、新商品開発等に係る資金面での大きな後押

しとなっています。令和４年度も継続して実施予定であり、今後も地場産業の振興に取組ん

でまいります。 

 

（２）「下関地域商社事業」の支援強化 

■取組み内容 

当金庫は、下関市が中心となり平成２８年に設立した「産・官・学・金」連携の商社「下

関地域商社」に参画しています。参画機関がそれぞれのノウハウを持ち寄り、一貫した海外

展開支援を行うことで擬似的な商社機能を果たしています。当金庫は魅力ある地場産品やお

客さまの海外販路開拓ニーズの発掘に努めています。 

■成果・実績 

信金中央金庫が実施している「ふるさと応援団」（企業版ふるさと納税）に、当金庫が 

下関地域商社事業を推薦した結果、上限の１千万円の寄附金の贈呈が決定し、令和４年２月

１７日（木）に信金中央金庫から下関市に１千万円の寄附が行なわれました。 

■評価及び今後の課題 

  今後、事業性評価や企業支援プロジェクトチームの活動を通じて、下関市内のお客さまの

海外販路開拓ニーズや魅力的な地域資源を発掘するとともに、今まで海外に目を向けていな

かったお客さまにも下関地域商社の利用を提案していきます。 

 

 

 



４．成長可能性を重視した融資等の取組み 

（１） 不動産・個人保証に過度に依存しない融資への取組み 

■取組み内容 

 不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資への取組みとして、事業性評価を行い、課題

解決を図ることを目的とした、新型当座貸越の推進、ＡＢＬを活用した融資の推進、スコアリ

ングモデルを利用した簡易かつ迅速な融資商品「にししん事業者スピードローンネクスト」の

推進を行っています。 

■成果・実績 

 不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の推進を図りました。 

 【実績】 

  １ 無担保無保証人での融資実績 

     令和３年度実績   ３０７件 ９，８１７百万円 

２ 新型当座貸越 

     令和３年度実績     ６件   １８８百万円 

     令和４年３月末残高      １，０５７百万円 

  ３ ＡＢＬを活用した融資 

     令和３年度実績     ２件   １９４百万円 

     令和４年３月末残高      ２，９７６百万円 

  ４ にししん事業者スピードローンネクスト 

     令和３年度実績    １５件    ５２百万円 

     令和４年３月末残高        ２７２百万円 

 

■評価及び今後の課題 

 不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資への取組みについては、事業性評価による商

流の把握や長短仕分けによる資金繰り支援を通じて実施しています。 

 今後も不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資を継続していくとともに、企業の事業

性評価を行い、経営課題を把握し、その問題を解決していく職員の目利き能力向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 



５．中小企業に対する経営改善支援 

（１） 事業再生・経営改善支援の強化 

■取組み内容 

コンサルティング対象先の中から更に重点支援先を選定し、関係機関と連携して事業再生

や経営改善支援に取組んでいます。 

■成果・実績 

令和３年度は、コンサルティング対象先として２５０先の企業・個人事業主を選定しまし

た。さらに、コンサルティング対象先のうち１１先を経営改善の重点支援先として、本部担

当者が直接訪問を実施し、お客さまの様々な経営課題に対して経営アドバイスを行うなど、

質の高いコンサルティングを通じて企業の経営改善に取組みました。 

また、日本政策金融公庫と協調して資本性劣後ローンを含めたリファイナンス支援を行い

ました。 

■評価及び今後の課題 

  地域金融機関と公的金融機関の持つそれぞれの機能や特性を活かしながら、連携を強化す

ることで相乗効果を発揮し、地域経済の活性化や雇用の安定に貢献してまいります。 

 


